
関係法令 

国家公務員法（昭和二十二年法第百二十号）（抄） 

 

（一般職及び特別職）  

第二条 国家公務員の職は、これを一般職と特別職とに分つ。  

２ 一般職は、特別職に属する職以外の国家公務員の一切の職を包含する。  

３ 特別職は、次に掲げる職員の職とする。  

一～十六 （略） 

十七 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第四項に規定する行政

執行法人（以下「行政執行法人」という。）の役員 

４ この法律の規定は、一般職に属するすべての職（以下その職を官職といい、その職

を占める者を職員という。）に、これを適用する。人事院は、ある職が、国家公務員の

職に属するかどうか及び本条に規定する一般職に属するか特別職に属するかを決定す

る権限を有する。  

 ５～７ （略） 

 

（人事院の調査）  

第十七条 人事院又はその指名する者は、人事院の所掌する人事行政に関する事項に関

し調査することができる。 

２ 人事院又は前項の規定により指名された者は、同項の調査に関し必要があるときは、

証人を喚問し、又調査すべき事項に関係があると認められる書類若しくはその写の提

出を求めることができる。 

３ 人事院は、第一項の調査（職員の職務に係る倫理の保持に関して行われるものに限

る。）に関し必要があると認めるときは、当該調査の対象である職員に出頭を求めて質

問し、又は同項の規定により指名された者に、当該職員の勤務する場所（職員として

勤務していた場所を含む。）に立ち入らせ、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、又

は関係者に質問させることができる。 

４ 前項の規定により立入検査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

５ 第三項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解して

はならない。 

 

（内閣総理大臣）  

第十八条の二 内閣総理大臣は、法律の定めるところに従い、採用試験の対象官職及び

種類並びに採用試験により確保すべき人材に関する事務、標準職務遂行能力、採用昇

任等基本方針、幹部職員の任用等に係る特例及び幹部候補育成課程に関する事務（第

三十三条第一項に規定する根本基準の実施につき必要な事務であつて、行政需要の変
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化に対応するために行う優れた人材の養成及び活用の確保に関するものを含む。）、一

般職の職員の給与に関する法律第六条の二第一項の規定による指定職俸給表の適用を

受ける職員の号俸の決定の方法並びに同法第八条第一項の規定による職務の級の定数

の設定及び改定に関する事務並びに職員の人事評価（任用、給与、分限その他の人事

管理の基礎とするために、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げ

た業績を把握した上で行われる勤務成績の評価をいう。以下同じ。）、研修、能率、厚

生、服務、退職管理等に関する事務（第三条第二項の規定により人事院の所掌に属す

るものを除く。）をつかさどる。 

２ 内閣総理大臣は、前項に規定するもののほか、各行政機関がその職員について行な

う人事管理に関する方針、計画等に関し、その統一保持上必要な総合調整に関する事

務をつかさどる。 

 

（内閣総理大臣の調査）  

第十八条の三 内閣総理大臣は、職員の退職管理に関する事項（第百六条の二から第百

六条の四までに規定するものに限る。）に関し調査することができる。 

２ 第十七条第二項から第五項までの規定は、前項の規定による調査について準用する。

この場合において、同条第二項中「人事院又は前項の規定により指名された者は、同

項」とあるのは「内閣総理大臣は、第十八条の三第一項」と、同条第三項中「第一項

の調査（職員の職務に係る倫理の保持に関して行われるものに限る。）」とあるのは「第

十八条の三第一項の調査」と、「対象である職員」とあるのは「対象である職員若しく

は職員であつた者」と、「同項の規定により指名された者に、当該職員」とあるのは「当

該職員」と、「立ち入らせ」とあるのは「立ち入り」と、「検査させ、又は関係者に質

問させる」とあるのは「検査し、若しくは関係者に質問する」と読み替えるものとす

る。  

 

（再就職等監視委員会への権限の委任）  

第十八条の四 内閣総理大臣は、前条の規定による権限を再就職等監視委員会に委任す

る。 

 

（秘密を守る義務）  

第百条 職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後といえども同様とする。 

２ 法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表するには、所

轄庁の長（退職者については、その退職した官職又はこれに相当する官職の所轄庁の

長）の許可を要する。 

３ 前項の許可は、法律又は政令の定める条件及び手続に係る場合を除いては、これを
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拒むことができない。 

４ 前三項の規定は、人事院で扱われる調査又は審理の際人事院から求められる情報に

関しては、これを適用しない。何人も、人事院の権限によつて行われる調査又は審理

に際して、秘密の又は公表を制限された情報を陳述し又は証言することを人事院から

求められた場合には、何人からも許可を受ける必要がない。人事院が正式に要求した

情報について、人事院に対して、陳述及び証言を行わなかつた者は、この法律の罰則

の適用を受けなければならない。 

５ 前項の規定は、第十八条の四の規定により権限の委任を受けた再就職等監視委員会

が行う調査について準用する。この場合において、同項中「人事院」とあるのは「再

就職等監視委員会」と、「調査又は審理」とあるのは「調査」と読み替えるものとする。 

 

（他の役職員についての依頼等の規制）  

第百六条の二 職員は、営利企業等（営利企業及び営利企業以外の法人（国、国際機関、

地方公共団体、行政執行法人及び地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）

第二条第二項に規定する特定地方独立行政法人を除く。）をいう。以下同じ。）に対し、

他の職員若しくは行政執行法人の役員（以下「役職員」という。）をその離職後に、若

しくは役職員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子法人（当該営利企業等に

財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準ずる機関をい

う。）を支配されている法人として政令で定めるものをいう。以下同じ。）の地位に就

かせることを目的として、当該役職員若しくは役職員であつた者に関する情報を提供

し、若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該役職員をその離職後に、

若しくは役職員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子法人の地位に就かせる

ことを要求し、若しくは依頼してはならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

一 職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）、船員職業安定法（昭和二十三年法

律第百三十号）その他の法令の定める職業の安定に関する事務として行う場合 

二 退職手当通算予定職員を退職手当通算法人の地位に就かせることを目的として行

う場合（独立行政法人通則法第五十四条第一項において読み替えて準用する第四項

に規定する退職手当通算予定役員を同条第一項において準用する次項に規定する退

職手当通算法人の地位に就かせることを目的として行う場合を含む。） 

三 官民人材交流センター（以下「センター」という。）の職員が、その職務として行

う場合 

３ 前項第二号の「退職手当通算法人」とは、独立行政法人（独立行政法人通則法第二

条第一項に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）その他特別の法律により設立さ

れた法人でその業務が国の事務又は事業と密接な関連を有するもののうち政令で定め

るもの（退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程において、職員が任命
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権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて当該法人の役員又は当該法人

に使用される者となつた場合に、職員としての勤続期間を当該法人の役員又は当該法

人に使用される者としての勤続期間に通算することと定めている法人に限る。）をいう。 

４ 第二項第二号の「退職手当通算予定職員」とは、任命権者又はその委任を受けた者

の要請に応じ、引き続いて退職手当通算法人（前項に規定する退職手当通算法人をい

う。以下同じ。）の役員又は退職手当通算法人に使用される者となるため退職すること

となる職員であつて、当該退職手当通算法人に在職した後、特別の事情がない限り引

き続いて選考による採用が予定されている者のうち政令で定めるものをいう。  

 

（在職中の求職の規制）  

第百六条の三 職員は、利害関係企業等（営利企業等のうち、職員の職務に利害関係を

有するものとして政令で定めるものをいう。以下同じ。）に対し、離職後に当該利害関

係企業等若しくはその子法人の地位に就くことを目的として、自己に関する情報を提

供し、若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要

求し、若しくは約束してはならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

一 退職手当通算予定職員（前条第四項に規定する退職手当通算予定職員をいう。以

下同じ。）が退職手当通算法人に対して行う場合 

二 在職する局等組織（国家行政組織法第七条第一項に規定する官房若しくは局、同

法第八条の二に規定する施設等機関その他これらに準ずる国の部局若しくは機関と

して政令で定めるもの、これらに相当する行政執行法人の組織として政令で定める

もの又は都道府県警察をいう。以下同じ。）の意思決定の権限を実質的に有しない官

職として政令で定めるものに就いている職員が行う場合 

三 センターから紹介された利害関係企業等との間で、当該利害関係企業等又はその

子法人の地位に就くことに関して職員が行う場合 

四 職員が利害関係企業等に対し、当該利害関係企業等若しくはその子法人の地位に

就くことを目的として、自己に関する情報を提供し、若しくは当該地位に関する情

報の提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若しくは約束することによ

り公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政令で定める場合

において、政令で定める手続により内閣総理大臣の承認を得た職員が当該承認に係

る利害関係企業等に対して行う場合 

３ 前項第四号の規定による内閣総理大臣が承認する権限は、再就職等監視委員会に委

任する。 

４ 前項の規定により再就職等監視委員会に委任された権限は、政令で定めるところに

より、再就職等監察官に委任することができる。 

５ 再就職等監視委員会が第三項の規定により委任を受けた権限に基づき行う承認（前
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項の規定により委任を受けた権限に基づき再就職等監察官が行う承認を含む。）につい

ての審査請求は、再就職等監視委員会に対して行うことができる。  

 

（再就職者による依頼等の規制）  

第百六条の四 職員であつた者であつて離職後に営利企業等の地位に就いている者（退

職手当通算予定職員であつた者であつて引き続いて退職手当通算法人の地位に就いて

いる者（以下「退職手当通算離職者」という。）を除く。以下「再就職者」という。）

は、離職前五年間に在職していた局等組織に属する役職員又はこれに類する者として

政令で定めるものに対し、国、行政執行法人若しくは都道府県と当該営利企業等若し

くはその子法人との間で締結される売買、貸借、請負その他の契約又は当該営利企業

等若しくはその子法人に対して行われる行政手続法（平成五年法律第八十八号）第二

条第二号に規定する処分に関する事務（以下「契約等事務」という。）であつて離職前

五年間の職務に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、又は

しないように要求し、又は依頼してはならない。 

２ 前項の規定によるもののほか、再就職者のうち、国家行政組織法第二十一条第一項

に規定する部長若しくは課長の職又はこれらに準ずる職であつて政令で定めるものに、

離職した日の五年前の日より前に就いていた者は、当該職に就いていた時に在職して

いた局等組織に属する役職員又はこれに類する者として政令で定めるものに対し、契

約等事務であつて離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就いていたときの

職務に限る。）に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為をするように、又は

しないように要求し、又は依頼してはならない。 

３ 前二項の規定によるもののほか、再就職者のうち、国家行政組織法第六条に規定す

る長官、同法第十八条第一項に規定する事務次官、同法第二十一条第一項に規定する

事務局長若しくは局長の職又はこれらに準ずる職であつて政令で定めるものに就いて

いた者は、当該職に就いていた時に在職していた府省その他の政令で定める国の機関、

行政執行法人若しくは都道府県警察（以下「局長等としての在職機関」という。）に属

する役職員又はこれに類する者として政令で定めるものに対し、契約等事務であつて

局長等としての在職機関の所掌に属するものに関し、離職後二年間、職務上の行為を

するように、又はしないように要求し、又は依頼してはならない。 

４ 前三項の規定によるもののほか、再就職者は、在職していた府省その他の政令で定

める国の機関、行政執行法人若しくは都道府県警察（以下この項において「行政機関

等」という。）に属する役職員又はこれに類する者として政令で定めるものに対し、国、

行政執行法人若しくは都道府県と営利企業等（当該再就職者が現にその地位に就いて

いるものに限る。）若しくはその子法人との間の契約であつて当該行政機関等において

その締結について自らが決定したもの又は当該行政機関等による当該営利企業等若し

くはその子法人に対する行政手続法第二条第二号に規定する処分であつて自らが決定
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したものに関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼し

てはならない。 

５ 前各項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

一 試験、検査、検定その他の行政上の事務であつて、法律の規定に基づく行政庁に

よる指定若しくは登録その他の処分（以下「指定等」という。）を受けた者が行う当

該指定等に係るもの若しくは行政庁から委託を受けた者が行う当該委託に係るもの

を遂行するために必要な場合、又は国の事務若しくは事業と密接な関連を有する業

務として政令で定めるものを行うために必要な場合 

二 行政庁に対する権利若しくは義務を定めている法令の規定若しくは国、行政執行

法人若しくは都道府県との間で締結された契約に基づき、権利を行使し、若しくは

義務を履行する場合、行政庁の処分により課された義務を履行する場合又はこれら

に類する場合として政令で定める場合 

三 行政手続法第二条第三号に規定する申請又は同条第七号に規定する届出を行う場

合 

四 会計法（昭和二十二年法律第三十五号）第二十九条の三第一項に規定する競争の

手続、行政執行法人が公告して申込みをさせることによる競争の手続又は地方自治

法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百三十四条第一項に規定する一般競争入札

若しくはせり売りの手続に従い、売買、貸借、請負その他の契約を締結するために

必要な場合 

五 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている

情報の提供を求める場合（一定の日以降に公にすることが予定されている情報を同

日前に開示するよう求める場合を除く。） 

六 再就職者が役職員（これに類する者を含む。以下この号において同じ。）に対し、

契約等事務に関し、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依

頼することにより公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合として政

令で定める場合において、政令で定める手続により内閣総理大臣の承認を得て、再

就職者が当該承認に係る役職員に対し、当該承認に係る契約等事務に関し、職務上

の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼する場合 

６ 前項第六号の規定による内閣総理大臣が承認する権限は、再就職等監視委員会に委

任する。 

７ 前項の規定により再就職等監視委員会に委任された権限は、政令で定めるところに

より、再就職等監察官に委任することができる。 

８ 再就職等監視委員会が第六項の規定により委任を受けた権限に基づき行う承認（前

項の規定により委任を受けた権限に基づき再就職等監察官が行う承認を含む。）につい

ての審査請求は、再就職等監視委員会に対して行うことができる。 

９ 職員は、第五項各号に掲げる場合を除き、再就職者から第一項から第四項までの規
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定により禁止される要求又は依頼を受けたとき（独立行政法人通則法第五十四条第一

項において準用する第一項から第四項までの規定により禁止される要求又は依頼を受

けたときを含む。）は、政令で定めるところにより、再就職等監察官にその旨を届け出

なければならない。 

 

（設置）  

第百六条の五 内閣府に、再就職等監視委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 第十八条の四の規定により委任を受けた権限に基づき調査を行うこと。 

二 第百六条の三第三項及び前条第六項の規定により委任を受けた権限に基づき承認

を行うこと。 

三 前二号に掲げるもののほか、この法律及び他の法律の規定によりその権限に属さ

せられた事項を処理すること。  

 

（職権の行使）  

第百六条の六 委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行う。  

 

（組織）  

第百六条の七 委員会は、委員長及び委員四人をもつて組織する。  

２ 委員は、非常勤とする。  

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。  

 

（委員長及び委員の任命）  

第百六条の八 委員長及び委員は、人格が高潔であり、職員の退職管理に関する事項に

関し公正な判断をすることができ、法律又は社会に関する学識経験を有する者であつ

て、かつ、役職員又は自衛隊員としての前歴（検察官その他の職務の特殊性を勘案し

て政令で定める者としての前歴を除く。）を有しない者のうちから、両議院の同意を得

て、内閣総理大臣が任命する。  

２ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会の閉会又は

衆議院の解散のために両議院の同意を得ることができないときは、内閣総理大臣は、

前項の規定にかかわらず、委員長又は委員を任命することができる。  

３ 前項の場合においては、任命後最初の国会において両議院の事後の承認を得なけれ

ばならない。この場合において、両議院の事後の承認を得られないときは、内閣総理

大臣は、直ちにその委員長又は委員を罷免しなければならない。  

 



関係法令 

（委員長及び委員の任期）  

第百六条の九 委員長及び委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員長及び委員

の任期は、前任者の残任期間とする。  

２ 委員長及び委員は、再任されることができる。  

３ 委員長及び委員の任期が満了したときは、当該委員長及び委員は、後任者が任命さ

れるまで引き続きその職務を行うものとする。  

 

（身分保障）  

第百六条の十 委員長及び委員は、次の各号のいずれかに該当する場合を除いては、在

任中、その意に反して罷免されることがない。  

一 破産手続開始の決定を受けたとき。  

二 禁錮以上の刑に処せられたとき。  

三 役職員又は自衛隊員（第百六条の八第一項に規定する政令で定める者を除く。）と

なつたとき。  

四 委員会により、心身の故障のため職務の執行ができないと認められたとき、又は

職務上の義務違反その他委員長若しくは委員たるに適しない非行があると認められ

たとき。  

 

（罷免）  

第百六条の十一 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前条各号のいずれかに該当すると

きは、その委員長又は委員を罷免しなければならない。  

 

（服務）  

第百六条の十二  委員長及び委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならな

い。その職を退いた後も同様とする。  

２ 委員長及び委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に

政治運動をしてはならない。  

３ 委員長は、在任中、内閣総理大臣の許可のある場合を除くほか、報酬を得て他の職

務に従事し、又は営利事業を営み、その他金銭上の利益を目的とする業務を行つては

ならない。  

 

（給与）  

第百六条の十三 委員長及び委員の給与は、別に法律で定める。  

 

（再就職等監察官）  

第百六条の十四 委員会に、再就職等監察官（以下「監察官」という。）を置く。  
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２ 監察官は、委員会の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。  

一 第百六条の三第四項及び第百六条の四第七項の規定により委任を受けた権限に基

づき承認を行うこと。  

二 第百六条の四第九項の規定による届出を受理すること。  

三 第百六条の十九及び第百六条の二十第一項の規定による調査を行うこと。  

四 前三号に掲げるもののほか、この法律及び他の法律の規定によりその権限に属さ

せられた事項を処理すること。  

３ 監察官のうち常勤とすべきものの定数は、政令で定める。  

４ 前項に規定するもののほか、監察官は、非常勤とする。  

５ 監察官は、役職員又は自衛隊員としての前歴（検察官その他の職務の特殊性を勘案

して政令で定める者としての前歴を除く。）を有しない者のうちから、委員会の議決を

経て、内閣総理大臣が任命する。  

 

（事務局）  

第百六条の十五 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。  

２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。  

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。  

 

（違反行為の疑いに係る任命権者の報告）  

第百六条の十六 任命権者は、職員又は職員であつた者に再就職等規制違反行為（第百

六条の二から第百六条の四までの規定に違反する行為をいう。以下同じ。）を行つた疑

いがあると思料するときは、その旨を委員会に報告しなければならない。  

 

（任命権者による調査）  

第百六条の十七 任命権者は、職員又は職員であつた者に再就職等規制違反行為を行つ

た疑いがあると思料して当該再就職等規制違反行為に関して調査を行おうとするとき

は、委員会にその旨を通知しなければならない。  

２ 委員会は、任命権者が行う前項の調査の経過について、報告を求め、又は意見を述

べることができる。  

３ 任命権者は、第一項の調査を終了したときは、遅滞なく、委員会に対し、当該調査

の結果を報告しなければならない。  

 

（任命権者に対する調査の要求等）  

第百六条の十八 委員会は、第百六条の四第九項の届出、第百六条の十六の報告又はそ

の他の事由により職員又は職員であつた者に再就職等規制違反行為を行つた疑いがあ

ると思料するときは、任命権者に対し、当該再就職等規制違反行為に関する調査を行
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うよう求めることができる。  

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により行われる調査について準用する。  

 

（共同調査）  

第百六条の十九 委員会は、第百六条の十七第二項（前条第二項において準用する場合

を含む。）の規定により報告を受けた場合において必要があると認めるときは、再就職

等規制違反行為に関し、監察官に任命権者と共同して調査を行わせることができる。  

 

（委員会による調査）  

第百六条の二十 委員会は、第百六条の四第九項の届出、第百六条の十六の報告又はそ

の他の事由により職員又は職員であつた者に再就職等規制違反行為を行つた疑いがあ

ると思料する場合であつて、特に必要があると認めるときは、当該再就職等規制違反

行為に関する調査の開始を決定し、監察官に当該調査を行わせることができる。  

２ 任命権者は、前項の調査に協力しなければならない。  

３ 委員会は、第一項の調査を終了したときは、遅滞なく、任命権者に対し、当該調査

の結果を通知しなければならない。  

 

（勧告）  

第百六条の二十一 委員会は、第百六条の十七第三項（第百六条の十八第二項において

準用する場合を含む。）の規定による調査の結果の報告に照らし、又は第百六条の十九

若しくは前条第一項の規定により監察官に調査を行わせた結果、任命権者において懲

戒処分その他の措置を行うことが適当であると認めるときは、任命権者に対し、当該

措置を行うべき旨の勧告をすることができる。  

２ 任命権者は、前項の勧告に係る措置について、委員会に対し、報告しなければなら

ない。  

３ 委員会は、内閣総理大臣に対し、この節の規定の適切な運用を確保するために必要

と認められる措置について、勧告することができる。  

 

（政令への委任）  

第百六条の二十二 第百六条の五から前条までに規定するもののほか、委員会に関し必

要な事項は、政令で定める。 

 

（任命権者への届出）  

第百六条の二十三 職員（退職手当通算予定職員を除く。）は、離職後に営利企業等の地

位に就くことを約束した場合には、速やかに、政令で定めるところにより、任命権者

に政令で定める事項を届け出なければならない。  
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２ 前項の届出を受けた任命権者は、第百六条の三第一項の規定の趣旨を踏まえ、当該

届出を行つた職員の任用を行うものとする。  

３ 第一項の届出を受けた任命権者は、当該届出を行つた職員が管理又は監督の地位に

ある職員の官職として政令で定めるものに就いている職員（以下「管理職職員」とい

う。）である場合には、速やかに、当該届出に係る事項を内閣総理大臣に通知するもの

とする。  

 

（内閣総理大臣への届出）  

第百六条の二十四 管理職職員であつた者（退職手当通算離職者を除く。次項において

同じ。）は、離職後二年間、次に掲げる法人の役員その他の地位であつて政令で定める

ものに就こうとする場合（前条第一項の規定により政令で定める事項を届け出た場合

を除く。）には、あらかじめ、政令で定めるところにより、内閣総理大臣に政令で定め

る事項を届け出なければならない。 

一 行政執行法人以外の独立行政法人 

二 特殊法人（法律により直接に設立された法人及び特別の法律により特別の設立行

為をもつて設立された法人（独立行政法人に該当するものを除く。）のうち政令で定

めるものをいう。） 

三 認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政庁の認可を要

する法人のうち政令で定めるものをいう。） 

四 公益社団法人又は公益財団法人（国と特に密接な関係があるものとして政令で定

めるものに限る。） 

２ 管理職職員であつた者は、離職後二年間、営利企業以外の事業の団体の地位に就き、

若しくは事業に従事し、若しくは事務を行うこととなつた場合（報酬を得る場合に限

る。）又は営利企業（前項第二号又は第三号に掲げる法人を除く。）の地位に就いた場

合は、前条第一項又は前項の規定による届出を行つた場合、日々雇い入れられる者と

なつた場合その他政令で定める場合を除き、政令で定めるところにより、速やかに、

内閣総理大臣に政令で定める事項を届け出なければならない。  

 

（内閣総理大臣による報告及び公表）  

第百六条の二十五 内閣総理大臣は、第百六条の二十三第三項の規定による通知及び前

条の規定による届出を受けた事項について、遅滞なく、政令で定めるところにより、

内閣に報告しなければならない。  

２ 内閣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、政令で定める事項を公表するものとす

る。  

 

（退職管理基本方針）  
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第百六条の二十六 内閣総理大臣は、あらかじめ、第五十五条第一項に規定する任命権

者及び法律で別に定められた任命権者と協議して職員の退職管理に関する基本的な方

針（以下「退職管理基本方針」という。）の案を作成し、閣議の決定を求めなければな

らない。  

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、退職管

理基本方針を公表しなければならない。  

３ 前二項の規定は、退職管理基本方針の変更について準用する。  

４ 任命権者は、退職管理基本方針に沿つて、職員の退職管理を行わなければならない。  

 

（再就職後の公表）  

第百六条の二十七 在職中に第百六条の三第二項第四号の承認を得た管理職職員が離職

後に当該承認に係る営利企業等の地位に就いた場合には、当該管理職職員が離職時に

在職していた府省その他の政令で定める国の機関、行政執行法人又は都道府県警察（以

下この条において「在職機関」という。）は、政令で定めるところにより、その者の離

職後二年間（その者が当該営利企業等の地位に就いている間に限る。）、次に掲げる事

項を公表しなければならない。 

一 その者の氏名 

二 在職機関が当該営利企業等に対して交付した補助金等（補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）第二条第一項に規定する

補助金等をいう。）の総額 

三 在職機関と当該営利企業等との間の売買、貸借、請負その他の契約の総額 

四 その他政令で定める事項 

 

第百九条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰

金に処する。  

一～十一 （略）  

十二 第百条第一項若しくは第二項又は第百六条の十二第一項の規定に違反して秘密

を漏らした者  

十三 （略） 

十四 離職後二年を経過するまでの間に、離職前五年間に在職していた局等組織に属

する役職員又はこれに類する者として政令で定めるものに対し、契約等事務であ

つて離職前五年間の職務に属するものに関し、職務上不正な行為をするように、

又は相当の行為をしないように要求し、又は依頼した再就職者  

十五 国家行政組織法第二十一条第一項に規定する部長若しくは課長の職又はこれら

に準ずる職であつて政令で定めるものに離職した日の五年前の日より前に就いて

いた者であつて、離職後二年を経過するまでの間に、当該職に就いていた時に在
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職していた局等組織に属する役職員又はこれに類する者として政令で定めるもの

に対し、契約等事務であつて離職した日の五年前の日より前の職務（当該職に就

いていたときの職務に限る。）に属するものに関し、職務上不正な行為をするよう

に、又は相当の行為をしないように要求し、又は依頼した再就職者  

十六 国家行政組織法第六条に規定する長官、同法第十八条第一項に規定する事務次

官、同法第二十一条第一項に規定する事務局長若しくは局長の職又はこれらに準

ずる職であつて政令で定めるものに就いていた者であつて、離職後二年を経過す

るまでの間に、局長等としての在職機関に属する役職員又はこれに類する者とし

て政令で定めるものに対し、契約等事務であつて局長等としての在職機関の所掌

に属するものに関し、職務上不正な行為をするように、又は相当の行為をしない

ように要求し、又は依頼した再就職者  

十七 在職していた府省その他の政令で定める国の機関、行政執行法人若しくは都道

府県警察（以下この号において「行政機関等」という。）に属する役職員又はこれ

に類する者として政令で定めるものに対し、国、行政執行法人若しくは都道府県

と営利企業等（再就職者が現にその地位に就いているものに限る。）若しくはその

子法人との間の契約であつて当該行政機関等においてその締結について自らが決

定したもの又は当該行政機関等による当該営利企業等若しくはその子法人に対す

る行政手続法第二条第二号に規定する処分であつて自らが決定したものに関し、

職務上不正な行為をするように、又は相当の行為をしないように要求し、又は依

頼した再就職者  

十八 第十四号から前号までに掲げる再就職者から要求又は依頼（独立行政法人通則

法第五十四条第一項において準用する第十四号から前号までに掲げる要求又は依

頼を含む。）を受けた職員であつて、当該要求又は依頼を受けたことを理由として、

職務上不正な行為をし、又は相当の行為をしなかつた者 

 

第百十条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役又は百万円以下の罰金

に処する。  

一・二 （略） 

三 第十七条第二項（第十八条の三第二項において準用する場合を含む。次号及び第

五号において同じ。）の規定による証人として喚問を受け虚偽の陳述をした者 

四 第十七条第二項の規定により証人として喚問を受け正当の理由がなくてこれに応

ぜず、又は同項の規定により書類又はその写の提出を求められ正当の理由がなくて

これに応じなかつた者 

五 第十七条第二項の規定により書類又はその写の提出を求められ、虚偽の事項を記

載した書類又は写を提出した者 

五の二 第十七条第三項（第十八条の三第二項において準用する場合を含む。）の規定



関係法令 

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しく

は虚偽の陳述をした者（第十七条第一項の調査の対象である職員（第十八条の三第

二項において準用する場合にあつては、同条第一項の調査の対象である職員又は職

員であつた者）を除く。）  

六～十七 （略）  

十八 第百条第四項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定に違反して陳

述及び証言を行わなかつた者 

十九・二十 （略）  

２ （略） 

 

第百十一条 第百九条第二号より第四号まで及び第十二号又は前条第一項第一号、第三

号から第七号まで、第九号から第十五号まで、第十八号及び第二十号に掲げる行為を

企て、命じ、故意にこれを容認し、そそのかし又はそのほう助をした者は、それぞれ

各本条の刑に処する。  

 

第百十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役に処する。ただし、

刑法（明治四十年法律第四十五号）に正条があるときは、刑法による。 

一 職務上不正な行為（第百六条の二第一項又は第百六条の三第一項の規定に違反す

る行為を除く。次号において同じ。）をすること若しくはしたこと、又は相当の行為

をしないこと若しくはしなかつたことに関し、営利企業等に対し、離職後に当該営

利企業等若しくはその子法人の地位に就くこと、又は他の役職員をその離職後に、

若しくは役職員であつた者を、当該営利企業等若しくはその子法人の地位に就かせ

ることを要求し、又は約束した職員 

二 職務に関し、他の役職員に職務上不正な行為をするように、又は相当の行為をし

ないように要求し、依頼し、若しくは唆すこと、又は要求し、依頼し、若しくは唆

したことに関し、営利企業等に対し、離職後に当該営利企業等若しくはその子法人

の地位に就くこと、又は他の役職員をその離職後に、若しくは役職員であつた者を、

当該営利企業等若しくはその子法人の地位に就かせることを要求し、又は約束した

職員 

三 前号（独立行政法人通則法第五十四条第一項において準用する場合を含む。）の不

正な行為をするように、又は相当の行為をしないように要求し、依頼し、又は唆し

た行為の相手方であつて、同号（同項において準用する場合を含む。）の要求又は約

束があつたことの情を知つて職務上不正な行為をし、又は相当の行為をしなかつた

職員 

 

第百十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 



関係法令 

一 第百六条の四第一項から第四項までの規定に違反して、役職員又はこれらの規定

に規定する役職員に類する者として政令で定めるものに対し、契約等事務に関し、

職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼した者（不正な行

為をするように、又は相当の行為をしないように要求し、又は依頼した者を除く。） 

二 第百六条の二十四第一項又は第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出を

した者 

 

附則（平成十九法律第百八号）（抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年十二月三十一日までの間において政令で定める日〔平

成 20 年 12 月 31 日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

 一～三 （略） 


